
PartⅡ 資料編卜個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン  

・医療・介護関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱い   

を委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監   

督を行わなければならない。  

【その他の事項】  

・医療・介護関係事業者は、安全管理措置に関する取組を一層推進するため、安全管理措置が適   
切であるかどうかを一定期間ごとに検証するほか、必要に応じて外部機関による検証を受けるこ   

とで、改善を図ることが望ましい。   

5．個人データの第三者提供（法第23条）  

（第三者提供の制限）  

法第二十三条 個人情報取扱車業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同  

意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。  

一 法令に基づく場合  

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る  

ことが困難であるとき。  

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本  

人の同意を得ることが困難であるとき。  

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す  

ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務  

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

2 個人情報取扱車業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて  

当召亥本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であっ  

て、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状  

態に置いているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供するこ  

とができる。  

一 第三者への提供を利用目的とすること。  

二 第三者に提供される個人データの項目  

三 第三者への提供の手段又は方法  

四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止するこ  

と。  

3 個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更す  

る内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなけ  

ればならない。  

4 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用に  

ついては、第三者に該当しないものとする。  

一 個人情報取扱車装着が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの  

全部又は一部を委託する場合  

二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合  

三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同し  

て利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び  

当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本  

人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。  

5 個人情報取扱車業者は、前項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人データの  

管理について責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容につい  
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て、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。   

（1）第三者提供の取扱い  

医療・介護関係事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供しては  

ならないとされており、次のような場合には、本人の同意を得る必要がある。  

（例）・民間保険会社からの照会  

患者が民間の生命保険に加入しようとする場合、生命保険会社から患者の健康状優等について照  

会があった場合、患者の同意を得ずに患者の現在の健康状態や既往歴等を回答してはならない。  

交通事故によるけがの治痺を行っている患者に関して、保険会社から損害保険金の支払いの審査  

のために必要であるとして症状に関する照会があった場合、患者の同意を得ずに患者の症状等を  

回答してはならない。  

・職場からの照会  

職場の上司等から、社員の病状に関する問い合わせがあったり、休職中の社員の職場復帰の見込  

みに関する問い合わせがあった場合、患者の同意を得ずに患者の病状や回復の見込み等を回答し  

てはならない。  

・学校からの照会  

学校の教職員等から、児童・生徒の健康状態に関する問い合わせがあったり、休学中の児童・生  

徒の復学の見込みに関する問い合わせがあった場合、患者の同意を得ずに患者の健康状態や回復  

の見込み等を回答してはならない。  

・マーケテイング等を目的とする会社等からの照会  
健康食品の販売を目的とする会社から、高血圧の患者の存在の有無について照会された場合や要  

件に該当する患者を紹介して欲しい旨の依頼があった場合、患者の同意を得ずに患者の有無や該  

当する患者の氏名・住所等を回答してはならない。   

（2）第三者提供の例外  

ただし、次に掲げる場合については、本人の同意を得る必要はない。  

①法令に基づく場合  

医療法に基づく立入検査、介護保険法に基づく不正受給者に係る市町村への通知、児童虐待の防  

止等に関する法律に基づく児童虐待に係る通告等、法令に基づいて個人情報を利用する場合であ  

り、医療機関等の通常の業務で想定される主な事例は別表3のとおりである。（Ⅲ1．（2）①参  

照）  

②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが因  

業藍であるとき  

（例）・意識不明で身元不明の患者について、関係機関へ照会する場合  

・意識不明の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に説明する場合  

※なお、「本人の同意を得ることが困難であるとき」には、本人に同意を求めても同意しない場  

合、本人に同意を求める手続を経るまでもなく本人の同意を得ることができない場合等が含まれ  

るものである。  

③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同  

意を得ることが困難であるとき  

（例）・健康増進法に基づく地域がん登録事業による国又は地方公共団体への情報提供  

・がん検診の精度管理のための地方公共団体又は地方公共団体から委託を受けた検診機関に対す  

る精密検査結果の情報提供  

・児童虐待事例についての関係機関との情報交換  
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・医療安全の向上のため、院内で発生した医療事故等に関する国、地方公共団体又は第三者機関  

等への情報提供のうち、氏名等の情報が含まれる場合  

④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた暑が法令の定める事務を遂行することに  

対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を  

及ぼすおそれがあるとき  

（例）・国等が実施する、統計報告調整億の規定に基づく統計報告の徴集（いわゆる承認  

統計調査）及び統計法第8粂の規定に基づく指定統計以外の統計調査（いわゆる届出統計調査）  

に協力する場合  

（3）本人の同意が得られていると考えられる場合  

医療機関の受付等で診療を希望する患者は、傷病の回復等を目的としている。一方、医療機関等  

は、患者の傷病の回復等を目的として、より適切な医療が提供できるよう治療に取り組むととも  

に、必要に応じて他の医療機関と連携を図ったり、当該傷病を専門とする他の医療機関の医師等  

に指導、助言等を求めることも日常的に行われる。また、その費用を公的医療保険に請求する場  

合等、患者の傷病の回復等そのものが目的ではないが、医療の提供には必要な利用目的として提  

供する場合もある。このため、第三者への情報の提供のうち、患者の傷病の回復等を含めた患者  

への医療の提供に必要であり、かつ、個人情報の利用目的として院内掲示等により明示されてい  

る場合は、原則として黙示による同意が得られているものと考えられる。なお、傷病の内容に  

よっては、患者の傷病の回復等を目的とした場合であっても、個人データを第三者提供する場合  

は、あらかじめ本人の明液な同意を得るよう求めがある場合も考えられ、その場合、医療機関等  
は、本人の意思に応じた対応を行う必要がある。  

①患者への医療の提供のために通常必要な範囲の利用目的について、院内掲示等で公表しておく  

ことによりあらかじめ包括的な同意を得る場合  

医療機関の受付等で、診療を希望する患者から個人情報を取得した場合、それらが患者自身の医  

療サービスの提供のために利用されることは明らかである。このため、院内掲示等により公表し  

て、患者に提供する医療サービスに関する利用目的について患者から明示的に留保の意思表示が  

なければ、患者の黙示による同意があったものと考えられる。（Ⅲ2．参照）また、  

（ア）患者への医療の提供のため、他の医療機関等との連携を図ること  

（イ）患者への医療の提供のため、外部の医師等の意見・助言を求めること  

（ウ）患者への医療の提供のため、他の医療機関等からの照会があった場合にこれに応じること  

（ェ）患者への医療の提供に際して、家族等への病状の説明を行うこと等が利用目的として特定さ  

れている場合は、これらについても患者の同意があったものと考えられる。  

②この場合であっても、黙示の同意があったと考えられる範囲は、患者のための医療サービスの  

提供に必要な利用の範囲であり、別表2の「患者への医療の提供に必要な利用目的」を参考に各  

医療機関等が示した利用日的に限られるものとする。  

なお、院内掲示等においては、  

（ア）患者は、医療機関等が示す利用目的の中で同意しがたいものがある場合には、その事項につ  

いて、あらかじめ本人の明確な同意を得るよう医療機関等に求めることができること。  

（イ）患者が、（ア）の意思表示を行わない場合は、公表された利用日的について患者の同意が得られ  

たものとすること。  

（ウ）同意及び留保は、その後、患者からの申出により、いつでも変更することが可能であること。  

をあわせて掲示するものとする。  

※上記①の（ア）～（エ）の具体例  

（例）・他の医療機関宛に発行した紹介状等を本人が持参する場合  

NPO人材開発機檎  エロユ   
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医療機関等において他の医療機関等への紹介状、処方せん等を発行し、当該書面を本人が他の医  
療機関等に持参した場合、当該第三者提供については、本人の同意があったものと考えられ、当  

該書面の内容に関し、医療機関等との間での情報交換を行うことについて同意が得られたものと  

考えられる。他の医療機関等からの照会に回答する場合診療所Aを過去に受診したことのある患  
者が、病院Bにおいて現に受診中の場合で、病院Bから診療所Aに対し過去の診察結果等につい  

て照会があった場合、病院Bの担当医師等が受診中の患者から同意を得ていることが確認できれ  

ば、診療所Aは自らが保有する診療情報の病院Bへの提供について、患者の同意が得られたもの   

と考えられる。  

・家族等への病状説明  
病態等について、本人と家族等に射し同時に説明を行う場合には、明示的に本人の同意を得なく  

ても、その本人と同時に説明を受ける家族等に対する診療情報の提供について、本人の同意が得  

られたものと考えられる。  

③医療機関等が、労働安全衛生法第66条、健康保険法第150条、国民健康保険法第82条又  

は老人保健法第20条により、事業者、保険者又は市町村が行う健康診断等を受託した場合、そ  

の結果である労働者等の個人データを委託元である当該事業者、保険者又は市町村に対して提供  

することについて、本人の同意が得られていると考えられる。  

④介護関係事業者については、介護保険法に基づく指定基準において、サービス担当者会議等で  

利用者の個人情報を用いる場合には利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合には  
家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならないとされていることを踏まえ、事  

業所内への掲示によるのではなく、サービス利用開始時に適切に利用者から文壬により同意を得  

ておくことが必要である。  

（4）「第三者」に該当しない場合  

①他の事業者等への情報提供であるが、「第三者」に該当しない場合  
法第23条第4項の各号に掲げる場合の当該個人データの提供を受ける者については、第三者に  

該当せず、本人の同意を得ずに情報の提供を行うことができる。医療・介護関係事業者における  

具体的事例は以下のとおりである。  

・検査等の業務を委託する場合  

・外部監査機関への情報提供（（財）日本医療機能評価機構が行う病院機能評価等）  

・個人データを特定の者との間で共同して利用するとして、あらかじめ本人に通知、等している  

場合   
※個人データの共同での利用における留意事項  

病院と訪問者護ステーションが共同で医療サービスを提供している場合など、あらかじめ個人  

データを特定の者との間で共同して利用することが予定されている場合、（ア）共同して利用される  

個人データの項目、（イ）共同利用者の範囲（個別列挙されているか、本人から見てその範囲が明確   

となるように特定されている必要がある）、（ウ）利用する者の利用目的、（エ）当該個人データの管理  

について責任を有する者の氏名又は名称、をあらかじめ本人に通知し、又は本人が容易に知り得  

る状態においておくとともに、共同して利用することを明らかにしている場合には、当該共同利   

用者は第三者に該当しない。   

この場合、（ア）、（イ）については変更することができず、（ウ）、（エ）については、本人が想定することが  

困難でない範囲内で変更することができ、変更する場合は、本人に通知又は本人の容易に知り得   

る状態におかなければならない。  

②同一事業者内における情報提供であり、第三者に該当しない場合  

同一事業者内で情報提供する場合は、当該個人データを第三者に提供したことにはならないので、  
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本人の同意を得ずに情報の提供を行うことができる。医療・介護関係事業者における具体的事例  

は以下のとおりである。  

・病院内の他の診療科との連携など当該医療・介護関係事業者内部における情報の交換  
・同一事業者が開設する複数の施設間における情報の交換  

・当該事業者の職員を対象とした研修での利用（特定し、公表した利用目的との関係で、目的外  

利用として所要の措置を行う必要があり得る）  

・当該事業者内で経営分析を行うための情報の交換  

このうち、医療・介護関係事業者内部の研修で診療録や介護関係記録等を利用する場合には、具  

体的な利用方法を含め、あらためて本人の同意を得るか、個人が特定されないよう匿名化する。   

（5）その他留意事項  

・他の事業者への情報提供に関する留意事項  

第三者提供を行う場合のほか、他の事業者への情報提供であっても、①法令に基づく場合など第  

三者提供の例外に該当する場合、②「第三者」に該当しない場合、③個人が特定されないように  

匿名化して情報提供する場合などにおいては、本来必要とされる情報の範囲に限って提供すべき  

であり、情報提供する上で必要とされていない事項についてまで他の事案者に提供することがな  

いようにすべきである。特に、医療事故等に関する情報提供に当たっては、患者・利用者及び家  

族等の意思を踏まえ、報告において氏名等が必要とされる場合を除き匿名化（Ⅱ2．参照）を行  

う。また、医療事故発生直後にマスコミヘの公表を行う場合等については、匿名化する場合で  

あっても本人又は家族等の同意を得るよう努めるものとする。  

（適切ではない例）  

・医師及び薬剤師が製薬企業の姐R（医薬品情報担当者）、医薬品卸業者のMS（医薬品販売担当者）  

等との間で医薬品の投薬効果などについて情報交換を行う場合に、必要でない氏名等の情報を削  

除せずに提供すること。  

【法の規定により遵守すべき事項等】  
・医療・介護関係事業者においては、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に  

提供してはならない。なお、（2）の本人の同意を得る必要がない場合に該当する賂合には、本  

人の同意を得る必要はない。  
・個人データの第三者提供について本人の同意があった場合で、その後、本人から第三者提供の  

範囲の一部についての同意を取り消す旨の申出があった場合は、その後の個人データの取扱いに  

ついては、本人の同意のあった範囲に限定して取り扱うものとする。  

【その他の事項】  
・第三者提供に該当しない情報提供が行われる場合であっても、院内や事業所内等への掲示、  
ホームページ等により情報提供先をできるだけ明らかにするとともに、患者・利用者等からの問  

い合わせがあった場合に回答できる体制を確保する。  

・例えば、業務委託の場合、当該医療・介護関係事業者において委託している業務の内容、委託  

先事業者、委託先事業者との間での個人情報の取扱いに関する取り決めの内容等について公開す  

ることが考えられる。   

6．保有個人データに関する事項の公表等（法第24条）  

（保有個人データに関する事項の公表等）   

法第二十四条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、   

本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければ   

ならない。  
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一 当苛亥個人情報取扱事業者の氏名又は名称  

二 すべての保有個人データの利用目的（第十八粂第四項第一号から第三号までに該当す  

る場合を除く。）  

三 次項、次条第一項、第二十六条第一項又は第二十七条第一項若しくは第二項の規定に  

よる求めに応じる手続（第三十条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その手  

数料・の額を含む。）  

四 前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に閲し必要な事項  

として政令で定めるもの  

2 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の  
通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただ  

し、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。  

一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合  

二 第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合  

3 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通  

知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならな  

い。  

（保有個人データの適正な取扱いの確保に閲し必要な事項）  

令第五条 法第二十四条第一項第四号の政令で定めるものは、次に掲げるものとする。  

一 当該個人情報取扱事業者が行う保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先  

二 当該個人情報取扱事業者が認定個人情報保護団体の対象事業者である場合にあっては、  

当該認定個人情報保護団体の名称及び苦情の解決の申出先  

【法の規定により遵守すべき事項等】  

・医療・介護関係事業者は、保有個人データに関し、（ア）当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称、  

（イ）すべての保有個人データの利用目的（法第18条第4項第1号から第3号までに規定された   

例外の場合を除く）、（ウ）保有個人データの利用目的の通知、開示、訂正、利用停止等の手続の方   

法、及び保有個人データの利用目的の通知文は開示に係る手数料の額、（ェ）苦情の申出先等につい   

て、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む）に置かなければな   

らない。   

■医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知   

を求められたときは、上記の措置により利用目的が明らかになっている場合及び法第18条第4   

項第1号から第3号までの例外に相当する場合を除き、遅滞なく通知しなければならない。  

・医療一介護関係事業者は、利用目的の通知をしない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞   

なく、その旨を通知しなければならない。  

・法施行前から保有している個人情報についても同様の取扱いを行う。  

【その他の事項】  

・医療・介護関係事業者は、保有個人データについて、その利用目的、開示、訂正、利用停止等   

の手続の方法及び利用日的の通知文は開示に係る手数料の額、苦情の申出先等について、少なく   

とも院内や事業所内等への掲示、さらにホームページ等によりできるだけ明らかにするとともに、   

患者・利用者等からの要望により書面を交付したり、問い合わせがあった場合に具体的内容につ   

いて回答できる体制を確保する。  

7．本人からの求めによる保有個人データの開示（法第25条）  

（開示）  

法第二十五条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データ  
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の開示（当該本人が識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせること   

を含む。以下同じ。）を求められたときは、本人に対し、政令で定める方法により、遅滞な   

く、当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示することにより次の各   

号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。   

一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合   

二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合   

三 他の法令に違反することとなる場合   

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部   

について開示しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなけ   

ればならない。   

3 他の法令の規定により、本人に対し第一項本文に規定する方法に相当する方法により当   

該本人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合には、   

当該全部又は一部の保有個人データについては、同項の規定は、適用しない。  

（個人情報取扱事業者が保有個人データを開示する方法）   

令第六条 法第二十五条第一項の政令で定める方法は、書面の交付による方法（開示の求   

めを行った者が同意した方法があるときは、当該方法）とする。   

（1）開示の原則  

医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示を求められた  

ときは、本人に射し、書面の交付による方法等により、遅滞なく、当該保有個人データを開示し  

なければならない。   

（2）開示の例外  

開示することで、法第25条第1項の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開  

示しないことができる。具体的事例は以下のとおりである。  

（例）  

・患者・利用者の状況等について、家族や患者・利用者の関係者が医療・介護サービス従事者に  

情報提供を行っている場合に、これらの者の同意を得ずに患者・利用者自身に当貢亥情報を提供す  

ることにより、患者・利用者と家族や患者■利用者の関係者との人間関係が悪化するなど、これ  

らの者の利益を暮するおそれがある場合  

・症状や予後、治療経過等について患者に対して十分な説明をしたとしても、患者本人に重大な  

心理的影響を与え、その後の治療効果等に悪影響を及ぼす場合※個々の事例への適用については  

個別具体的に慎重に判断することが必要である。また、保有個人データである診療情報の開示に  

当たっては、「診療情報の提供等に関する指針」の内容にも配慮する必要がある。  

【法の規定により遵守すべき事項等】  

一医療・介諸関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示を求められ  

たときは、本人に対し、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。また、当該  

本人が識別される保有個人データが存在しないときにその旨知らせることとする。ただし、開示  

することにより、法第25条第1項の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開  
示しないことができる。  

・Ⅱ1．に記したとおり、例えば診療録の情報の中には、患者の保有個人データであって、当該  

診療録を作成した医師の保有個人データでもあるという二面性を持つ部分が含まれるものの、そ  

もそも診療録全体が患者の保有個人データであることから、患者本人から開示の求めがある場合  

に、その二面性があることを理由に全部又は一部を開示しないことはできない。ただし、法第2  
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5条第1項の各号のいずれかに該当する場合には、法に従い、その全部又は一部を開示しないこ  

とができる。  

・開示の方法は、書面の交付又は求めを行った者が同意した方法による。  

・医療・介護関係事業者は、求められた保有個人データの全部又は一部について開示しない旨を  

決定したときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。また、本人に通知  

する場合には、本人に対してその理由を説明するよう努めなければならない（Ⅲ10．参照）。  

・他の法令の規定により、保有個人データの開示について定めがある場合には、当該法令の規定  

によるものとする。  

【その他の事項】  
・法定代理人等、開示の求めを行い得る着から開示の求めがあった場合、原則として患者・利用  

者本人に対し保有個人データの開示を行う旨の説明を行った後、法定代理人等に対して開示を行  

うものとする。  
・医療・介護関係事業者は、保有個人データの全部又は一部について開示しない旨決定した場合、  

本人に対するその理由の説明に当たっては、文書により示すことを基本とする。また、苦情への  

対応を行う体制についても併せて説明することが望ましい。   

8．訂正及び利用停止（法第26条、第27条）  

（訂正等）   

法第二十六条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データ   
の内容が事実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除   

（以下この条において「訂正等」という。）を求められた場合には、その内容の訂正等に関   

して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達成に必   

要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人デー   

タの内容の訂正等を行わなければならない。   

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部   

若しくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、   

本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなけ   

ればならない。  

（利用停止等）   

法第二十七条個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが   

第十六条の規定に違反して取り扱われているという理由又は第十七粂の規定に違反して取   

得されたものであるという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以   

下この粂において「利用停止等」という。）を求められた場合であって、その求めに理由が   

あることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有個   

人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人データの利用停止   

等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であって、本人   

の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。   

2 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第二十三粂   

第一項の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当召亥保有個人デー   

タの第三者への提供の停止を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明   

したときは、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。   

ただし、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の   

第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必   

要なこれに代わるペき措置をとるときは、この限りでない。  
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3個人情報取扱車業者は、第一項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しく   

は一部について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたと   

き、又は前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について第三   
者への提供を停止したとき若しくは第三者への握供を停止しない旨の決定をしたときは、本   

人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。  

【法の規定により遵守すべき事項等】  

・医療・介護関係事業者は、法第26条、第27条第1項又は第2項の規定に基づき、本人から、  

保有個人データの訂正等、利用停止等、第三者への提供の停止を求められた場合で、それらの求  

めが適正であると認められるときは、これらの措置を行わなければならない。  

・ただし、利用停止等及び第三者への提供の停止については、利用停止等に多額の費用を要する  

場合など当該措置を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれ  

に代わるペき措置をとるときは、この限りでない。  

・なお、以下の場合については、これらの措置を行う必要はない。  

①訂正等の求めがあった場合であっても、（ア）利用日的から見て訂正等が必要でない場合、（イ）誤り  

である指摘が正しくない場合又は（ウ）訂正等の対象が事実でなく評価に関する情報である場合  

②利用停止等、第三者への提供の停止の求めがあった場合であっても、手続違反等の指摘が正し  

くない場合  
・医療・介護関係事業者は、上記の措置を行ったとき、又は行わない旨を決定したときは、本人  

に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。また、本人に通知する場合には、本人に  

対してその理由を説明するよう努めなければならない（Ⅲ10．参照）。  

【その他の事項】  

・医療・介護関係事業者は、訂正等、利用停止等又は第三者への提供の停止が求められた保有個  

人データの全部又は一部について、これらの措置を行わない旨決定した場合、本人に対するその  

理由の説明に当たっては、文書により示すことを基本とする。その際は、苦情への対応を行う体  

制についても併せて説明することが望ましい。  

・保有個人データの訂正等にあたっては、訂正した者、内容、日時等が分かるように行われなけ  

ればならない。  
・保有個人データの字句などを不当に変える改ざんは、行ってはならない。  

9．開示等の求めに応じる手続及び手数料（法貨29条、第30条）  

（開示等の求めに応じる手続）   

法第二十九条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第二項、第二十五条第一項、第二十六   

条第一項又は第二十七条第一項若しくは第二項の規定による求め（以下この条において「開   

示等の求め」という。）に関し、政令で定めるところにより、その求めを受け付ける方法を   

定めることができる。この場合において、本人は、当該方法に従って、開示等の求めを行   

わなければならない。   

2個人情報取扱車業者は、本人に対し、開示等の求めに関し、その対象となる保有個人デー   

タを特定するに足りる事項の提示を求めることができる。この場合において、個人情報取   

扱事業者は、本人が容易かつ的確に開示等の求めをすることができるよう、当該保有個人   

データの特定に資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければ   

ならない。   

3 開示等の求めは、政令で定めるところにより、代理人によってすることができる。   

4個人情報取扱車業者は、前三項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続を定めるに当  
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たっては、本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。  

（手数料）   

法第三十条 個人情報取扱車業者は、第二十四条第二項の規定による利用目的の通知又は   

第二十五条第一項の規定による開示を求められたときは、当該措置の実施に関し、手数料   
を徴収することができる。   

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して   

合理的であると認められる範囲内において、その手教科の額を定めなければならない。  

（開示等の求めを受け付ける方法）   

令第七条 法第二十九条第一項の規定により個人情報取扱事業者が開示等の求めを受け付   

ける方法として定めることができる事項は、次に掲げるとおりとする。   

一 開示等の求めの申出先   

二 開示等の求めに際して提出すべき書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ  
ては認識することができない方式で作られる記録を含む。）の様式その他の開示等の求め  

の方式   

三 開示等の求めをする者が本人又は次条に規定する代理人であることの確認の方法   

四 法第三十条第一項の手数料の徴収方法  

（開示等の求めをすることができる代理人）   

令第八条 法第二十九条第三項の規定により開示等の求めをすることができる代理人は、次   

に掲げる代理人とする。   

一 未成年者又は成年被後見人の法定代理人   
二 開示等の求めをすることにつき本人が委任した代理人  

（1）開示等を行う情報の特定  

医療・介護関係事業者は、本人に対し、開示等の求めに関して、その対象となる保有個人データ  

を特定するに足りる事項の提示を求めることができるが、この場合には、本人が容易かつ的確に  

開示等の求めをすることができるよう、当該保有個人データの特定に資する情報の提供その他本  

人の利便を考慮した措置をとらなければならない。また、保有個人データの開示等については、  

本人の求めにより、保有個人データの全体又は→部が対象となるが、当該本人の保有個人データ  

が多岐にわたる、データ量が膨大であるなど、全体の開示等が困難又は非効率な蓼合、医療・介  

護関係事業者は、本人が開示等の求めを行う情報の範囲を特定するのに参考となる情報（過去の  

受診の状況、病態の変化等）を提供するなど、本人の利便を考慮した支援を行うものとする。  

（2）代理人による開示等の求め  

保有個人データの開示等については、本人のほか、①未成年者又は成年被後見人の法定代理人、  

②開示等の求めをすることにつき本人が委任した代理人により行うことができる。  

【法の規定により遵守すべき事項等】  

・医療・介護関係事業者は、保有個人データの開示等の求めに関し、本人に過重な負担を課すも  
のとならない範囲において、以下の事項について、その求めを受け付ける方法を定めることがで  

きる。  

（ア）開示等の求めの受付先  

（イ）開示等の求めに際して提出すべき書面の株式、その他の開示等の求めの受付方法  

（ケ）開示等の求めをする者が本人又はその代理人であることの確認の方法  

（エ）保有個人データの利用目的の通知、又は保有個人データの開示をする際に徴収する手数料の  
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徴収方法  

・医療・介護関係事業者は、本人に対し、開示等の求めに関して、その対象となる保有個人デー  

タを特定するに足りる事項の提示を求めることができるが、この場合には、本人が容易かつ的確  

に開示等の求めをすることができるよう、当該保有個人データの特定に資する情報の提供その他  

本人の利便を考慮した措置をとらなければならない。  

・保有個人データの開示等の求めは、本人のほか、未成年者又は成年被後見人の法定代理人、当  
該求めをすることにつき本人が委任した代理人によってすることができる。  

・医療・介護関係事業者は、保有個人データの利用目的の通知、又は保有個人データの開示を求  

められたときは、当該措層の実施に関し、手数料を徴収することができ、その際には実費を勘案  

して合理的であると認められる範囲内において、手数料の額を定めなければならない。  

【その他の事項】  

・医療・介護関係事業者は、以下の点に留意しつつ、保有個人データの開示等の手続を定めるこ  
とが望ましい。  

一関示等の求めの方法は書面によることが望ましいが、患者・利用者等の自由な求めを阻害しな  

いため、開示等を求める理由を要求することは不適切である。  

一関示等を求める者が本人（又はその代理人）であることを確認する。  

一関示等の求めがあった場合、主治医等の担当スタッフの意見を聴いた上で、速やかに保有個人  

データの開示等をするか否か等を決定し、これを開示の求めを行った者に通知する。  

一保有個人データの開示に当たり、法第25粂第1項各号に該当する可能性がある場合には、開  

示の可否について検討するために設置した検討委員会等において検討した上で、速やかに開示の  

可否を決定することが望ましい。  

一保有個人データの開示を行う場合には、日常の医療・介護サービス提供への影響等も考慮し、  

本人に過重な負担を課すものとならない範囲で、日時、場所、方法等を指定することができる。  

・代理人等、開示の求めを行い得る着から開示の求めがあった場合、原則として患者・利用者本  

人に対し保有個人データの開示を行う旨の説明を行った後、開示の求めを行った者に対して開示  

を行うものとする。  

・代理人等からの求めがあった場合で、①本人による具体的意思を把握できない包括的な委任に  

基づく請求、②開示等の請求が行われる相当以前に行われた委任に基づく請求が行われた場合に  

は、本人への説明に際し、開示の求めを行った者及び開示する保有個人データの内容について十  

分説明し、本人の意思を確認するとともに代理人の求めの適正性、開示の範囲等について本人の  

意思を踏まえた対応を行うものとする。   

10．理由の説明、苦情対応（法貨28条、第31条）  

（理由の説明）   

法第二十八条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第三項、第二十五条第二項、第二十六   

条第二項又は前条第三項の規定により、本人から求められた措置の全部又は一部について、   

その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合   

は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。  

（個人情報取扱事業者による苦情の処理）   

法第三十一条 個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な   
処理に努めなければならない。   

2 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければ   

ならない。  

NPO人材開発機積  ユ0タ   



居宅介護事業者のための個人情報管理マニュアル  

【法の規定により遵守すべき事項等】  

・医療・介護関係事業者は、本人から求められた保有個人データの利用目的の通知、開示、訂正   

等、利用停止等において、その措置をとらない旨又はその措置と異なる措置をとる旨本人に通知   

する場合は、本人に対して、その理由を説明するよう努めなければならない。  

・医療・介謹関係事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な対応に努めなけれ   

ばならない。また、医療・介護関係事業者は、苦情の適切かつ迅速な対応を行うにあたり、苦情   

への対応を行う窓口機能等の整備や苦情への対応の手順を定めるなど必要な体制の整備に努めな   

ければならない。  

【その他の事項】  
・医療・介護関係事業者は、本人に対して理由を説明する際には、文書により示すことを基本と   

する。その際は、苦情への対応を行う体制についても併せて説明することが望ましい。  

・医療・介護関係事業者は、患者・利用者等からの苦情対応にあたり、専用の窓口の設置や主治   

医等の担当スタッフ以外の職員による相談体制を確保するなど、患者・利用者等が相談を行いや   

すい環境の整備に努める。  

・医療・介護関係事業者は、当該施設における患者・利用者等からの苦情への対応を行う体制等   

について院内や事業所内等への掲示やホームページへの掲載等を行うことで患者・利用者等に対   

して周知を図るとともに、地方公共団体、地域の医師会や国民健康保険団体連合会等が開設する   

医療や介護に関する相談窓口等についても患者・利用者等に対して周知することが望ましい。   

Ⅳガイドラインの見直し等  

1．必要に応じた見直し   

個人情報の保護に関する考え方は、社会情勢や国民の意級の変化に対応して変化していくものと   

考えられる。また、法に対する国会の附帯決議において、法の全面施行後3年を目途として、法   

の施行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされている。こ   

のため、法及び本ガイドラインや「診療情報の提供等に関する指針」の運用状況等も踏まえなが   

ら、本ガイドラインについても必要に応じ検討及び見直しを行うものとする。  

2．本ガイドラインを補完する事例集等の作成義公開   

厚生労働省は、医療・介護関係事業者における個人情報の保護を推進し、医療・介護関係事業者   

における円滑な対応が図られるよう、本ガイドラインを補完する事例集の作成等を行い、公表す   

るものとする。  
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原人好評の鋸岸に膠する彦産  

最終改正：平成15年7月16日法律第119号  

目次  

第一章 総則（第一条一第三条）  

第二章 国及び地方公共団体の責務等（第四条一第六条）  

第三章 個人情報の保護に関する施策等   

第一節 個人情報の保護に関する基本方針（第七条）   

第二飾 国の施策（第八条一第十条）   

第三節 地方公共団体の施策（第十一条一第十三条）   

第四飾 国及び地方公共団体の協力（第十四条）  

第四奉 伺人情報取扱事業者の義務等   

第一飾 個人情報取扱事業者の義務（第十五条一第三十六条）   

第二節 民間団体による個人情報の保護の推進（第三十七条一第四十九条）  

第五章 雄則（第五十条一第五十五条）  

第大草 罰則（第五十六条一策五十九条）  

附則  

第一章 総則   

（目的）   

第一条 この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大しているこ   

とにかんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他   

の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らか   

にするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより、個人情報   

の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。  

（定義）   

第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報   

に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することカ三できるもの（他の   

情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるも   

のを含む。）をいう。   

2 この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、   

次に掲げるものをいう。  

一 時定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成した  

もの  

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系  

的に構成したものとして政令で定めるもの   

3 この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供し   

ている者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。  

一 国の機関  

二 地方公共団体  
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三  独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五  

年汝律第五十九号）第二条第一頓に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）  

四 地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第首十八号）第二条第一項  

に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）  

五 その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少  
ないものとして政令で定める者   

4この法衝こおいて「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。   

5この法律において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加   

又は削除、利用の停止、消去及び第三者への捷供の停止を行うことのできる権限を有する個人   

データであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして政   

令で定めるもの又は一年以内の政令で定める期間以内に消去することとなるもの以外のものをい   

う。   

6この法律において個人情報について「本人」とは、個人情報によって級別される特定の個人を   

いう。   

（基本理念）   

第三条 個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることにか   

んがみ、その適正な取扱いが周られなければならない。  

第二章 国及び地方公共団体の責務等   

（国の責務）   

第四条 国は、この法律の趣旨にのつとり、個人情報の適正な取扱いを確保するた酬こ必要な庫   

策を総合的に策定し、及びこれを実施する責務を有する。   

（地方公共団体の責務）   

第五条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのつとり、その地方公共団体の区域の特性に応じて、   

個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有す   

る。   

（法制上の措置等）   

第六条 政府は、個人情報の性質及び利用方法にかんがみ、個人の権利利益の一層の保護を周る   

ため特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報について、保護のための   

格別の措置が講じられるよう必要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする。  

第三章 個人情報の保護に関する施策等   

第一節 個人情報の保護に関する基本方針   

第七粂 政府は、個人情報の保鰍こ関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個人情   

報の保護に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。   

2 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向   

国が語ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項  

地方公共団体が講ずべき個人情報の保謹のための措置に関する基本的な事項  

独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

地方独立行政法人が許ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

個人情報取扱事業者及び第四十条第一項に規定する認定個人情報保護団体が溝ずべき個  
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人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

七 個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項  

八 その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項  
3 内閣総理大臣は、国民生活審議会の意見を聴いて、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求  

めなければならない。  

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表  

しなければならない。  

5 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。   

第二節 国の施策  

（地方公共団体等への支援）  

第八条 国は、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の保護に関する施策及び国民又は  

事業者等が個人情報の適正な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため、情報の提供、事業  

者等が講ずペき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針の策定その他の必要な措置を諮ずる  

ものとする。   

（苦情処理のための措置）  

第九桑 園は、個人情報の取扱いに閲し事業者と本人との間に生じた苦情の適切かつ迅速な処理  

を図るために必要な捨置を鋳ずるものとする。  

（個人情報の適正な取扱いを確保するための措置）  

第十条 国は、地方公共団体との適切な役割分担を通じ、次章に規定する個人情報取扱事業者に  

よる個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な捨置を講ずるものとする。   

第三節 地方公共団体の施策   

（地方公共団体等が保有する個人情報の保護）  

第十一条 地方公共団体は、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的等を勘  

案し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めな  

ければならない。  

2 地方公共団体は、その設立に係る地方独立行政法人について、その性格及び業務内容に応じ、  

その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を請ずることに努めなければ  

ならない。  

（区域内の事業者等への支援）  

第十二条 地方公共団休は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業者及び  

住民に対する支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（苦情の処理のあっせん等）  

第十三条 地方公共団体は、個人情報の取扱いに閲し事業者と本人との間に生じた苦情が適切か  

つ迅速に処理されるようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努め  

なければならない。  

第四節 国及び地方公共団体の協力  

第十四条 国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力するも  

のとする。  
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第四章 個人情報取扱事業者の義務等   

第一節 個人情報取扱事業者の義務  

（利用日的の特定）   

第十五条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下  
「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。   

2 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を   
有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。   

（利用目的による制限）   

第十六条 個人情報取扱車業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定さ   

れた利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。   

2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継す   
ることに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における   

当該個人情報の利用目的の達成に必要な範躊を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。   
3 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。  

一 法令に基づく場合  

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る  

ことが困難であるとき。  

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本  

人の同意を得ることが困難であるとき。  

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す  

ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務  

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。   

（適正な取得）   

第十七粂 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。   

（取得に際しての利用目的の通知等）   

第十八粂 個人情報取扱車業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表   

している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。   

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴っ   

て契約書その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ   

ない方式で作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報   

を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あ   

らかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。ただし、人の生命、身体又は   

財産の保護のた捌こ緊急に必要がある場合は、この限りでない。   

3 個人情報取扱事業者は、利用日的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に   

通知し、又は公表しなければならない。   

4 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。  

一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財  

産その他の権利利益を害するおそれがある場合  

二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利又  

は正当な利益を害するおそれがある場合  

三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要  

がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂行  
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に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

匹 敵得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合  

（データ内容の正確性の確保）  

第十九条 個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確  
かつ最新の内容に保つよう努めなければならない。   

（安全管理措置）  

第二十条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき楓の防止その  

他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。   

（従業者の監督）  

第二十一条 個人情報取扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当  

該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなけれ  

ばならない。  

（委託先の監督）  

第二十二条 個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、そ  
の取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ  

適切な監督を行わなければならない。  

（第三者提供の制限）  

第二十三条 個人情報取扱車業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得な  
いで、個人データを第三者に提供してはならない。  

一 法令に基づく場合  

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る  

ことが困難であるとき。  

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本  

人の同意を得ることが困難であるとき。  

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す  

ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務  

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

2 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて当該  

本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に掲  

げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いていると  

きは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供することができる。  

一 帯三者への提供を利用日的とすること。  

二 第三者に提供される個人データの項目  

三 第三者への提供の手段又は方法  

四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止するこ  

と。  

3 個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更する内  

容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならな  

い。  

4 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用につい  
ては、第三者に該当しないものとする。  

一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの  

全部又は一部を委託する場合  

二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合  
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三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同し  

て利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び  

当該個人データの管理について費任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本  

人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。  

5 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する利用する者の利用日的又は個人データの管理  

について責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容について、あらか  

じめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。   

（保有個人データに関する事項の公表等）  

第二十四条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに閲し、次に掲げる事項について、本人の  

知り得る本人の求めに応じて遅滞なく回答する蓼合を含む。）に置かなければならない。  

一 当該個人情報取扱車業者の氏名又は名称  

二 すべての保有個人データの利用目的（第十八条第四項第一号から第三号までに該当する  

場合を除く。）  

三 次項、次条第一項、第二十六条第一項又は第二十七条第一項若しくは第二項の規定に  

よる求めに応じる手続（第三十条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その手  

教科の額を含む。）  

四 前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に閲し必要な事項  

として政令で定めるもの  

2 個人情報取扱車業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知  

を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただし、次の各  

号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。  

一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合  

二 第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合  

3 個人情報取扱車業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知し  

ない旨の決定をしたときは、本人に射し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。   

（開示）  

第二十五条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示  

（当該本人が級別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせることを含む。以下  

同じ。）を求められたときは、本人に対し、政令で定める方法により、遅滞なく、当該保有個人  

データを開示しなければならない。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当する  

場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。  

一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を事するおそれがある場合  

二 当該個人情報取扱車業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合  

三 他の法令に違反することとなる場合  

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部につ  

いて開示しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならな  

い。  
3 他の法令の規定により、本人に対し第一項本文に規定する方法に相当する方法により当該本  

人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合には、当該全部  

又は一部の保有個人データについては、同項の規定は、適用しない。   

（訂正等）  

第二十六条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの内容が  
事実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以下この粂に  
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おいて「訂正等」という。）を求められた場合には、その内容の訂正等に関して他の法令の規定  

により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞  

なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行わなければ  
ならない。  

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部若しく  

は一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に射し、  

遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなければならない。   

（利用停止等）  

第二十七条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第十六  

条の規定に違反して取り扱われているという理由又は第十七条の規定に違反して取得されたもの  

であるという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この条において  

「利用停止等」という。）を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明したとき  

は、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行わな  

ければならない。ただし、当該保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の  

利用停止等を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わ  

るべき措置をとるときは、この限りでない。  

2 個人情報取扱車業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第二十三条第一  

項の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人データの第三者  

への提供の停止を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明したときは、遅滞  

なく、当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。ただし、当該保有個人  

データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止するこ  

とが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとると  

きは、この限りでない．  

3 個人情報取扱事業者は、第一項の規定に基づき求められた保有個人データの全部署しくは一  

部について利用停止等を行ったとき若しく古ま利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は前  

項の規定にき求められた保有個人データの全部若しくは一部について第三者への提供を停止した  

とき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その  

旨を通知しなければならない。  

（理由の説明）  

第二十八条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第三項、第二十五条第二項、第二十六条第二項  
又は前条第三項の規定により、本人から求められた措置の全部又は一部について、その措置をと  

らない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は、本人に謝し、そ  

の理由を説明するよう努めなければならない。  

（開示等の求めに応じる手続）  

第二十九条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第二項、第二十五条第一項、第二十六条第一項  

又は第二十七粂第一項若しくは第二項の規定による求め（以下この条において「開示等の求め」  

という。）に関し、政令で定めるところにより、その求めを受け付ける方法を定めることができ  

る。この場合において、本人は、当該方法に従って、開示等の求めを行わなければならない。  

2 個人情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の求めに関し、その対象となる保有個人データ  

を特定するに足りる事項の提示を求めることができる。この場合において、個人情報取扱事業者  

は、本人が容易かつ的確に開示等の求めをすることができるよう、当該保有個人データの特定に  

資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければならない。  

3 開示等の求めは、政令で定めるところにより、代理人によってすることができる。  
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4 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続を定めるに当たっ  

ては、本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。  

（手数料）  

第三十条 個人情報取扱車業者は、第二十四条第二項の規定による利用目的の通知文は第二十五  

条第一項の規定による開示を求められたときは、当該措置の実施に関し、手数料を徴収すること  

ができる。  

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して合理的  

であると認められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。  

（個人情報取扱事業者による苦情の処理）  

第三十一条 個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努  

めなければならない。  

2 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければなら  

ない。  

（報告の徴収）  

第三十二条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者に対  

し、個人情報の取扱いに閲し報告をさせることができる。  

（助言）  

第三十三条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱車業者に対  

し、個人情報の取扱いに関し必要な助言をすることができる。  

（勧告及び命令）  

第三十四条 主務大臣は、個人情報放政事業者が第十六条から第十八条まで、第二十条から第二  

十七粂まで又は第三十条第二項の規定に違反した場合において個人の権利利益を保護するため必  

要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是  

正するために必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。  

2 主務大臣は、前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者が正当な理由がなくてその  

勧告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認め  

るときは、当該個人情報取扱車業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることが  

できる。  

3 主務大臣は、前二項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第十六条、第十七条、第二  

十条から第二十二条まで又は第二十三粂第一項の規定に違反した場合において個人の重大な権利  

利益を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事  

業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ず  

ることができる。  

（主務大臣の権限の行使の制限）  

第三十五条 主務大臣は、前三条の規定により個人情報取扱事業者に射し報告の徴収、助言、勧  

告又は命令を行うに当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨  
げてはならない。  

2 前項の規定の趣旨に照らし、主務大臣は、個人情報取扱事業者が第五十条第一項各号に掲げ  

る者（それぞれ当該各号に定める目的で個人情報を取り扱う場合に限る。）に対して個人情報を  

提供する行為については、その権限を行使しないものとする。  

（主務大臣）  

第三十六条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大臣は、  

この節の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、個人情報取扱事業者が行う個人情  
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報の取扱いのうち特定のものについて、特定の大臣又は国家公安委員会（以下「大臣等」とい  

う。）を主務大臣に指定することができる。  

一 個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち雇用管理に関するものについては、  

厚生労働大臣（船員の雇用管理に関するものについては、国土交通大臣）及び当該個人情  

報取扱事業者が行う事業を所管する大臣等  

二 個人情報取扱車業者が行う個人情報の取扱いのうち前号に掲げるもの以外のものにつ  

いては、当該個人情報取扱車業者が行う事業を所管する大臣等  

2 内閣総理大臣は、前項ただし蕃の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公示しな  

ければならない。  

3 各主務大臣は、この節の規定の施行に当たっては、相互に緊密に連絡し、及び協力しなけれ  

ばならない。  

第二節 民間団体による個人情報の保護の推進  

（認定）  

第三十七条 個人情報取扱車業者の個人情報の適正な取扱いの確保を目的として次に掲げる業務  

を行おうとする法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。次条第三号  

ロにおいて同じ。）は、主務大臣の認定を受けることができる。  

一 業務の対象となる個人情報取扱車業者（以下「対象事業者」という。）の個人情報の取  
扱いに関する第四十二条の規定による苦情の処理  

二 個人情報の適正な取扱いの確保に寄与する事項についての対象事業者に対する情報の  

提供  

三 前二号に掲げるもののほか、対象車業者の個人情報の適正な取扱いの確保に閲し必要  

な業務  

2 前項の認定を受けようとする者は、政令で定めるところにより、主務大臣に申請しなければ  

ならない。  

3 主務大臣は、第一項の認定をしたときは、その旨を公示しなければならない。  

（欠格条項）  

第三十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項の認定を受けることができない。  

一 この法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな  
くなった日から二年を経過しない者  

二 第四十八条第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二牢を経過し  

ない者  

三 その業務を行う役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表者  

又は管理人を含む。以下この条において同じ。）のうちに、次のいずれかに該当する者があ  

るもの  

イ 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わ  

り、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者  

口 第四十八条第一項の規定により認定を取り消された法人において、その取消しの日前  

三十日以内にその役員であった着でその取消しの日から二年を経過しない者  

（認定の基準）  

第三十九条 主務大臣は、第三十七粂第一項の認定の申請が次の各号のいずれにも適合している  

と静めるときでなければ、その認定をしてはならない。  

一 第三十七条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法  

NPO人材開発機樺  ∴∴・一   



居宅介護事業者のための個人情報管理マニュアル  

が定められているものであること。  

二 第三十七粂第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並び  

に経理的基礎を有するものであること。  
三 第三十七粂第一項各号に掲げる業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行  

うことによって同項各号に掲げる業務が不公正になるおそれがないものであること。  

（廃止の届出）  

第四十条 第三十七条第一項の認定を受けた者（以下ー認定個人情報保護団体」という。）は、そ  

の認定に係る業務（以下「認定業務」という。）を廃止しようとするときは、政令で定めるとこ  

ろにより、あらかじめ、その旨を主務大臣に届け出なければならない。  

2 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。  

（対象事業者）  

第四十一条 認定個人情報保護団体は、当該認定個人情報保護団体の構成員である個人情報取扱  

車業者又は認定業務の対象となることについて同意を得た個人情報取扱事業者を対象事業者とし  

なければならない。  

2 認定個人情報保護団体は、対象事業者の氏名又は名称を公表しなければならない。  

（苦情の処理）  

第四十二条 認定個人情報保護団体は、本人等から対象車業者の個人情報の取扱いに関する苦情  

について解決の申出があったときは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、その苦情に係  

る事情を調査するとともに、当該対象事業者に対し、その苦情の内容を通知してその迅速な解決  

を求めなければならない。  

2 認定個人情報保護団体は、前項の申出に係る苦情の解決について必要があると認めるときは、  

当該対象車業者に射し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出を求めることがで  

きる。  
3 対象事業者は、静定個人情報保護団体から前項の規定による求めがあったときは、正当な理  

由がないのに、これを拒んではならない。  

（個人情報保護指針）  

第四十三条 認定個人情報保護団体は、対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保のために、  

利用目的の特定、安全管理のための措置、本人の求めに応じる手続その他の事項に閲し、この法  

律の規定の趣旨に沿った指針（以下「個人情報保護指針」という。）を作成し、公表するよう努  

めなければならない。  

2 認定個人情報保護団体は、前項の規定により個人情報保護指針を公表したときは、対象車業  

者に対し、当該個人情報保護指針を遵守させるため必要な指導、勧告その他の措置をとるよう努  

めなければならない。  

（目的外利用の禁止）  

第四十四条 認定個人情報保護団体は、認定業務の実施に際して知り得た情報を認定業務の用に  

供する目的以外に利用してはならない。  

（名称の使用制限）  

第四十五条 認定個人情報保護団体でない者は、認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛  

らわしい名称を用いてはならない。  

（報告の徴収）  

第四十六条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護団体に  

射し、認定業務に関し報告をさせることができる。  

（命令）  

NPO人材開発機爛   ユ20  



PartⅡ 資料編一個人情報の保護に関する法律   

第四十七条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護団体に   

対し、認定業務の実施の方法の改善、個人情報保護指針の変更その他の必要な措置をとるべき旨   

を命ずることができる。   

（認定の取消し）   

第四十八条 主務大臣は、認定個人情報保護団体が次の各号のいずれかに該当するときは、その   

認定を取り消すことができる。  

一 第三十八条第←号又は第三号に該当するに至ったとき。  

二 第三十九条各号のいずれかに適合しなくなったとき。  

三 第四十四条の規定に違反したとき。  

四 前条の命令に従わないとき。  

五 不正の手段により第三十七条第一項の認定を受けたとき。   

2 主務大臣は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。   

（主務大臣）   

第四十九条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大臣は、   

この節の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、第三十七条第一項の認定を受けよ   

うとする者のうち特定のものについて、特定の大臣等を主務大臣に指定することができる。  

一 設立について許可又は認可を受けている認定個人情報保護団体（第三十七条第一項の  

認定を受けようとする者を含む。次号において同じ。）については、その設立の許可又は認  

可をした大臣等  

二 前号に掲げるもの以外の認定個人情報保護団体については、当該認定個人情報保護団  

体の対象事業者が行う事業を所管する大臣等   

2 内閣総理大臣は、前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公示しな   

ければならない。  

第五章 雑則   

（適用除外）   

第五十条 個人情報取扱車業者のうち次の各号に掲げる者については、その個人情報を取り扱う   

目的の全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、前章の規定は、適用しな   

い。  

一 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。）報  

道の用に供する目的  

二 著述を業として行う者 著述の用に供する目的  

三 大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者 学術研  

究の用に供する目的  

四 宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的  

五 政治団体 政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的   

2 前項第一号に規定する「報道」とは、不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実として   
知らせること（これに基づいて意見文は見解を述べることを含む。）をいう。   

3 第一項各号に掲げる個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理のために必要かつ適切な   

措置、個人情報の取扱いに関する苦情の処理その他の個人情報の適正な取扱いを確保するために   

必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。   

（地方公共団体が処理する事務）   

第五十一条 この法律に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、   

地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。  

NPO人材開発機構  ユ2ユ   



居宅介護事業者のための個人情報管理マニュアル   

（権限又は事務の委任）   

第五十二条 この法律により主務大臣の権限又は事務に属する事項は、政令で定めるところによ   

り、その所属の職．員に委任することができる。   

（施行の状況の公表）   

第五十三条 内閣総理大臣は、関係する行政機関（法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内   

閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関、内閣府、宮内庁、内閣府設置饉（平成十一   

年法律第八十九号）第四十九条第一項及び第二項に規定する機関並びに国家行政組織饉（昭和二   

十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関をいう。次条において同じ。）の長に対し、   

この法律の施行の状況について報告を求めることができる。   

2 内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。   

（連絡及び協力）   

第五十四条 内閣総理大臣及びこの法律の施行に関係する行政機関の長は、相互に緊密に連絡し、   

及び協力しなければならない。   

（政令への委任）   

第五十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。  

第六章 罰則   

第五十六粂 第三十四条第二項又は第三項の規定による命令に違反した者は、六月以下の懲役又   

は三十万円以下の罰金に処する。   

第五十七条 第三十二条又は第四十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、   

三十万円以下の罰金に処する。   

第五十八粂 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項に   

おいて同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は   

人の業務に関して、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対   

しても、各本条の罰金刑を科する。   

2 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、その   

訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟   

に関する法律の定を準用する。   

第五十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。  

一 帯四十条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者  

二 第四十五条の規定に違反した者  

附 則 抄  

（施行期日）   

第一粂 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第四季から第大草まで及び附則第二条   

から第六条までの規定は、公布の日から起算して二年を超えない範周内において政令で定める日   

から施行する。   

（本人の同意に関する経過措置）   

第二条 この汝律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、   

その同意が第十五条第一項の規定により特定される利用目的以外の目的で個人情報を取り扱うこ   

とを認める旨の同意に相当するものであるときは、第十六条第一項又は第二項の同意があったも   

のとみなす。   
第三粂 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、  
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その同意が第二十三粂第一項の規定による個人データの第三者への提供を認める旨の同意に相当   

するものであるときは、同項の同意があったものとみなす。   

（通知に関する経過措置）   

第四条 第二十三条第二項の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かな   

ければならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知されているとき   

は、当該通知は、同項の規定により行われたものとみなす。   

第五条 第二十三粂第四項第三号の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に   

置かなければならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知されてい   

るときは、当該通知は、同号の規定により行われたものとみなす。   

（名称の使用制限に関する経過措置）   

第六条 この法律の施行の際現に認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわしい名称を   

用いている者については、第四十五条の規定は、同条の規定の施行後六月間は、適用しない。  

附 則（平成十五年法律第六十一号）抄   

（施行期日）   

第一条 この法律は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の施行の日から施行する。   

（その他の経過措置の政令への委任）   

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。   

附 則（平成十五年法律第百十九号）抄   

（施行期日）   

第一条 この法律は、地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）の施行の日から施行   
する。ただ次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

一 策六条の規定 個人情報の保護に関する法律の施行の日又はこの法律の施行の日のい  

ずれか遅い日   

（その他の経過措置の政令への重任）   

第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定   

める。  
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このマニュアル作成にあたり、各分野の専門家に検討委員として、ご協力を  

お願いした。  

◆検討委鼻 〈敬称略、50音順〉   

委員長 水谷正夫（特定非営利活動法人NPO人材開発機構 理事長）   

委員   
安宿清子 （特定非営利活動法人ほっとステーション 代表）   

榎本三千雄（株式会社イー・ケア・サポート 代表取締役）   

大橋 敬 （有限会社アイ・ブリッジ  代表取締役）   

岡村世里奈（国際医療福祉大学医療福祉学部医療経営管理学科 講師）   

小西伸彦 （特定非営利活動法人東京山の手まごころサービス 代表理事）  

◆マニュアル監修・執筆〈敬称略〉   

監修  岡村世里奈   

基礎知識編  岡村世里奈   

実践編（技術的安全管理以外） 榎本三千雄   

実践編（技術的安全管理）  大橋 敬  

◆ワーキングスタッフ 〈50音順〉   

飯島研一 （株式会社イー・ケア・サポート）   

高木恭子 （特定非営利活動法人NPO人材開発機構）   

山内美穂 （特定非営利活動法人NPO人材開発機構）  

◆協力スタッフ   
イラスト  田中義弘 （株式会社ディア）   

編集・制作  亀山和三 （有限会社ランダムハウス）  

発行：2006年3月  

問い合わせ等：   

特定非営利活動法人NPO人材開発機構   

〒162－0825 東京都新宿区神楽坂2－4  

電話 03－5206－7831 FAX O3－52067883  

E－mailinfo＠npo－jinzai．or．jp  

※このマニュアルは、平成17年度独立行政法人福祉医療機構高齢者・障害者福祉  
基金助成により作成した。  
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